
埼玉県 

＜報道発表資料＞ 

1/6 

カテゴリー:県政一般 

 
令和７年度決算について 

 

〔 一 般 会 計 〕 

 

１ 決算規模・総括 
 

  歳 入 総 額   ２兆３,８７５億５千６百万円 

  歳 出 総 額   ２兆３,３８６億６千１百万円 

                           

 令和７年度の一般会計の決算は、前年度と比べ、歳入総額は１,０３３億円の増  

（＋４.５％）、歳出総額は１,０５３億円の増（＋４.７％）となり、コロナ禍である 

令和３年度、４年度を除くと過去最大の規模となった。 

 歳入は、県税収入額が９,４０２億円（＋６.３％）となり、４年連続で過去最高を更新

したほか、物価高騰対策関連の国庫支出金が増加した。 

 歳出は、県税収入の増加に伴う市町村への交付金の増などにより諸支出金が増加したほか、

民生費なども増加した。 

 実質収支は４２７億円の黒字となった。 

 県債残高全体は３兆５,３２４億円（△２.５％）となり、このうち県で発行をコントロール

できる県債残高は１兆７,８４３億円（＋０.９％）となった。 
 
２ 決算収支 

歳入歳出差引額（形式収支額） 

実 質 収 支 額 

 ４８８億９千５百万円    

４２６億９千２百万円 

 
第１表 収支状況 
                                                      （単位：百万円、％） 

区    分  令和７年度  令和６年度 増 減 額  増減率  

① 予 算 現 額 2,533,178 2,394,132 139,047 5.8 

② 歳 入 総 額 2,387,556 2,284,232 103,324 4.5 

③ 歳 出 総 額 2,338,661 2,233,371 105,290 4.7 

④ 歳入歳出差引額(②-③) 48,895 50,861 △ 1,966 △ 3.9 

⑤ 翌年度へ繰り越すべき財源 6,203 3,474 2,728 78.5 

⑥ 実質収支額(④-⑤) 42,692 47,386 △ 4,694 △ 9.9 

⑦ 前年度実質収支額 47,386 34,977   

⑧ 単年度収支額(⑥-⑦) △ 4,694 12,410   

 ※百万円未満四捨五入のため、増減額等が一致しない場合がある。 
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３  歳入状況 
 
（１）県 税 

 令和６年度に実施した定額減税の終了や個人所得の増加に伴う個人県民税（均等
割・所得割）の増収、非製造業を中心に企業業績が堅調に推移したことによる法人二
税の増収、物価上昇を背景に消費支出が増加したことによる地方消費税の増収などに
より、５５８億円増（＋６.３％）の９,４０２億円となり、４年連続で過去最高を 
更新した。 
 納税率は９９.１％で、税務統計上の最高記録を更新した。 
収入未済額は１億円増（＋０.７％）の７８億円となった。 

  
 （２）地方特例交付金 
    定額減税の実施に伴う減収を補塡するための定額減税減収補塡特例交付金が大幅に

減少したことなどにより、２１１億円減（△８２.２％）の４６億円となった。 
 
（３）地方交付税 

 給与改定等に伴う給与費の増加や、臨時財政対策債への振替額の皆減などにより、
８１億円増（＋２.７％）の３,１０９億円となった。                            

 
 （４）国庫支出金 

エネルギー価格等の高騰を受け、物価高騰対策関連の国庫補助金が増加したことな
どにより、２７４億円増（＋１３.９％）の２,２４９億円となった。 

 
 （５）繰入金 

公立学校情報機器整備基金からの繰入金が増加した一方で、定年年齢の段階的引上
げの影響で退職手当が減少し、財政調整基金からの繰入金が減少したことなどによ
り、９６億円減（△１３.４％）の６２１億円となった。 

  
 （６）県 債   

 教育債や土木債などが増加した一方で、臨時財政対策債が皆減となったことなどに
より、５３億円減（△３.１％）の１,６７０億円となった。 
また、令和７年度末の県債残高総額は、９１３億円減（△２.５％)の３兆５,３２４

億円となった。 
なお、臨時財政対策債・減収補塡債を除いた県でコントロールできる県債の残高は、

１６３億円増（＋０.９％）の１兆７,８４３億円となった。 
 

第２表 歳入状況 
                                      （単位：百万円、％） 

区  分 
令和７年度 令和６年度 

増 減 額 増減率 
金  額 構成比 金  額 構成比 

県 税 940,242 39.4 884,449 38.7 55,793 6.3 

地方消費税清算金 374,356 15.7 346,616 15.2 27,740 8.0 

地 方 譲 与 税 167,999 7.0 162,705 7.1 5,294 3.3 

地 方 交 付 税 310,944 13.0 302,833 13.3 8,111 2.7 

国 庫 支 出 金 224,871 9.4 197,459 8.7 27,413 13.9 

県 債 167,013 7.0 172,312 7.6 △ 5,299 △ 3.1 

そ の 他 202,131 8.5 217,858 9.5 △ 15,727 △ 7.2 

歳 入 合 計 2,387,556 100.0 2,284,232 100.0 103,324 4.5 

※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。
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４  歳出状況 
 

（１）款別歳出決算の状況 
 

ア 民生費 

 高齢者施設・障害者施設に対する光熱費等高騰対策支援事業費の増加（＋５８億

円）や、市町村介護保険財政支援事業費の増加（＋５１億円）などにより、２５５億

円増（＋５.９％）の４,５６８億円となった。  
    

イ 衛生費 

病院等に対する光熱費等高騰対策支援事業費の増加（＋３２億円）や、業務効率

化等を支援する生産性向上・職場環境整備等事業費の増加（＋２９億円）などによ

り、７９億円増（＋１１.６％）の７６７億円となった。 
    

ウ 警察費 

給与改定等による給与費の増加や、越谷警察署庁舎建設費の増加（＋２５億円）

などにより、１０９億円増（＋６.８％）の１,７０９億円となった。 
 

エ 教育費 

 給与改定等による給与費の増加や、「教育の情報化」基盤整備費（１人１台端末

等の更新等）の増加（＋１１２億円）などにより、１７４億円増（＋３.５％）の 

５,１９９億円となった。 
 

オ 諸支出金 

地方消費税市町村交付金の増加（＋１３０億円）や、地方消費税清算金の増加 

（＋１１０億円）などにより、２８６億円増（＋７.３％）の４,２２５億円となった。   
   

第３表  歳出状況（款別） 

（単位：百万円、％） 

款 
令和７年度 令和６年度 

増 減 額 増減率 
金  額 構成比 金  額 構成比 

議   会   費 3,076 0.1  3,122 0.1  △ 46 △ 1.5 

総   務   費 183,770 7.9  177,877 8.0  5,893 3.3 

民   生   費 456,827 19.5  431,367 19.3  25,460 5.9 

衛   生   費 76,709 3.3  68,763 3.1  7,946 11.6 

労   働   費 4,519 0.2  4,498 0.2  21 0.5 

農 林 水 産 業 費 24,065 1.0  24,024 1.1  41 0.2 

商   工   費 24,404 1.0  22,147 1.0  2,258 10.2 

土   木   費 165,383 7.1  154,965 6.9  10,418 6.7 

警   察   費 170,905 7.3  160,008 7.2  10,897 6.8 

教   育   費 519,878 22.2  502,466 22.5   17,411  3.5 

災 害 復 旧 費 221 0.0  878 0.0  △ 658 △ 74.9 

公   債   費 286,370 12.3  289,360 13.0  △ 2,990 △ 1.0 

諸 支 出 金 422,536 18.1  393,897 17.6  28,639 7.3 

歳 出 合 計 2,338,661 100.0  2,233,371 100.0   105,290 4.7 
※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。 
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（２）性質別歳出決算の状況 
 

ア 義務的経費 

  定年年齢の段階的引上げに伴い令和７年度は退職者数が減少した一方、給与改定等

による給与費の増加などにより、人件費が１１５億円増（＋２.０％）の５,９１６億

円となった。 

義務的経費全体では１１６億円増（＋１.３％）の９,３７９億円となった。 
 
イ 投資的経費 

  衛星系防災行政無線施設再整備事業費や屋内５０ｍ水泳場整備運営事業など、単独

事業が１６３億円増加（＋１３．４％）し、投資的経費全体では１７９億円増 

（＋８.８％）の２,２１８億円となった。 
  

 ウ その他 

  県税交付金の増加などにより補助費等が７２８億円増加（＋８.３％）し、その他

経費全体では、７５７億円増（＋６.９％）の１兆１,７９０億円となった。 
 

 第４表  歳出状況（性質別）                              

（単位：百万円、％） 

区  分 
令和７年度 令和６年度 

増 減 額 増減率 
金  額 構成比 金  額 構成比 

 人件費 591,580 25.3 580,042 26.0 11,539 2.0 

義務的 扶助費 60,972 2.6 57,844 2.6 3,128 5.4 

経 費 公債費 285,314 12.2 288,340 12.9 △ 3,026 △ 1.0 

 計 937,866 40.1 926,225 41.5  11,641  1.3 

投資的経費 221,776 9.5 203,853 9.1 17,923 8.8 

そ  の  他 1,179,019 50.4 1,103,292 49.4  75,726 6.9 

合   計 2,338,661 100.0 2,233,371 100.0 105,290 4.7 

  ※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。 

 

 

〔 特 別 会 計 〕 

  公債費特別会計をはじめとする１５の特別会計の収支状況は、次のとおりである。 
 

１  決算規模 
 

歳 入 総 額     １兆２,５４４億１千９百万円  

令和６年度に比べ ２４９億５千３百万円の増（＋２.０％） 

歳 出 総 額     １兆２,４７２億３千４百万円 

令和６年度に比べ ２３７億６千４百万円の増（＋１.９％） 

 

２  決算収支 
 

    歳入歳出差引額（形式収支額）     ７１億８千５百万円 

    実質収支額                    ５３億６千３百万円 
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〔 参 考 〕 

○ 健全化判断比率等（速報値） 

                                       （単位：％） 

指標  令和７年度  令和６年度 増 減 (早期健全化基準)  
実 質 赤 字 比 率 －（黒字） －（黒字） － 3.75 

連結実質赤字比率 －（黒字） －（黒字） － 8.75 

実 質 公 債 費 比 率 10.8 11.0 △ 0.2 25.0 

将 来 負 担 比 率 139.6 146.9 △ 7.3 400.0 

資 金 不 足 比 率 
－ 

(資金不足なし) 

－ 

(資金不足なし) 
－ 

20.0 
(経営健全化基準) 

   【用語】 
    実 質 赤 字 比 率：一般会計等に赤字額がある場合に、その赤字額の程度を示す指標 
    連結実質赤字比率：全ての会計の赤字額や黒字額を合算し、県全体としての赤字額がある場合に、 
               その赤字額の程度を示す指標 
    実 質 公 債 費 比 率：地方債の償還金等の負担が県の標準的な年間収入額に占める割合を示す指標で、 
               償還金等の負担の程度を示すもの 
    将 来 負 担 比 率：一般会計等の地方債残高や出資法人に対する損失補償負担など、県が将来支払う 
               可能性のある負担を県の標準的な年間収入額と比較した指標で、将来の財政負担 
               の程度を示すもの 
    資 金 不 足 比 率：公営企業会計に資金不足がある場合に、その額を公営企業の事業規模と比較した 
               指標 
    早 期 健 全 化 基 準：健全化判断比率等が早期健全化基準(経営健全化基準)以上になった場合には、 
    (経営健全化基準) 財政健全化計画の策定が義務付けられる 

 

○ 経常収支比率（速報値） 

                 （単位：％） 

令和７年度  令和６年度 増 減 

95.0 94.7 ＋ 0.3 

   【用語】 
    経常収支比率：普通会計において毎年度経常的に収入される一般財源(経常一般財源)のうち、毎年度 
             経常的に支出される経費(経常的経費)に充当されたものが占める割合。比率が高いほ 
             ど自由に使える財源の割合が低く、財政構造の硬直化が進んでいるとされる。 
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＜ 問い合わせ先 ＞ 

○ 決算全般について 
会計管理課 
決算担当 芝崎・高橋 
直通 048-830-5735 
代表 048-824-2111 内線 5736 
E-mail：a5750@pref.saitama.lg.jp 

 
○ 県税について 
税務課 
税収調査担当 相川・石原 
直通 048-830-2653 
代表 048-824-2111 内線 2660 

E-mail：a2640@pref.saitama.lg.jp 
 
○ 県債、健全化判断比率、経常収支比率等について 
財政課 

調査・条例担当 笠原・西島 
直通 048-830-2166 
代表 048-824-2111 内線 87-2971 
E-mail：a2150@pref.saitama.lg.jp 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


